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受益者のみなさまへ 
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げます。 
さて、コクサイ － ＭＵＧＣマスター・トラスト － 短期高利回り社債ファンド2014－09（以下「サ
ブ・ファンド」といいます。）は、2019年９月30日に終了しました。ここに、運用状況をご報告申し上
げます。 
ご愛顧を賜り、誠にありがとうございました。 
 

サブ・ファンドの仕組みは、以下のとおりです。 

ファンド形態 ケイマン諸島籍契約型外国投資信託／単位型 

信託期間 サブ・ファンドは、2014年９月12日から運用を開始し、2019年９月30日に終了しました。 

運用方針 サブ・ファンドの投資目的は、新興国を含む世界中の会社が発行する世界の高利回り社債への投資を

通じて、高水準のインカムゲインの確保と信託財産の成長を目指すことでした。更に、サブ・ファン

ドは、各クラスレベルにおいて派生商品取引等を行うことにより追加的収益の獲得を目指しました。 

主要投資対象 新興国を含む世界中の会社が発行する世界の高利回り社債 

サブ・ファンド

の運用方法 

① サブ・ファンドは、新興国を含む海外の米ドル建等の高利回り社債を主要投資対象とし、信用リ

スクに配慮しつつ相対的に利回りが高いと判断される銘柄に投資を行い、高水準のインカムゲイ

ンの確保と信託財産の成長を目指して運用されました。 

② サブ・ファンドが投資する高利回り社債等は、サブ・ファンドの信託期間終了前に満期を迎える

短期の債券に限定しました。 

③ 「円高ヘッジ・円安追随クラス」、「ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス」および「ＪＰ

Ｘ日経400上昇追随型円ヘッジなしクラス」の３つのクラスから構成されていました。 

＜円高ヘッジ・円安追随クラス＞ 

保有する外貨建資産について、派生商品等を活用して為替戦略を構築し、円高（米ドル安）時の

損失低減を図りながら、円安（米ドル高）が進行した場合の追加的収益の獲得を目指しました。 

＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス／ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス＞

ＪＰＸ日経インデックス400（以下「ＪＰＸ日経400」といいます。）に係る派生商品取引を行

い、ＪＰＸ日経400下落時の損失を限定しながら、ＪＰＸ日経400が上昇した場合の追加的収益の

獲得を目指しました。 

主な投資制限 ● 原則として、残存借入総額がサブ・ファンドの純資産価額の10％を超える場合、借入れは禁止さ

れました。 

● 投資対象の購入、投資および追加の結果、金融商品取引法第２条第１項に規定される「有価証

券」の定義に該当しない資産がサブ・ファンドの資産額の50％超を構成することとなる場合、か

かる投資対象の購入、投資および追加を行いませんでした。 

分配方針 受益者に対する分配を原則として行わない方針でした。 
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Ⅰ．運用の経過等 
 

(1）第４期までの運用の経過 
 

■第１期 2014年９月12日～2015年11月30日 

市場動向 

 第１期の高利回り社債市場は、下落しました。 

 原油価格の下落を背景とするエネルギーセクターの信用力悪化に対する懸念の高まりや、高利回り社

債市場における流動性の悪化等を受け下落して始まった同市場でしたが、その後2014年12月半ばから

2015年５月にかけては、原油価格が反発基調となったこと等から、おおむね一本調子で上昇する展開と

なりました。６月から９月にかけては、需給の悪化等が嫌気され原油価格が再び下落に向かったことや、

中国経済に対する懸念の高まり等を背景に世界的にリスク回避姿勢が強まったこと等を受け、軟調な展

開となりました。10月以降は、高利回り社債市場への資金流入が見られたこと等から小幅に反発したも

のの、期を通じてみると下落して期末を迎えました。 

投資先ファンドの運用状況 

 信託期間終了前に満期を迎える短期の債券に投資を行い、当該債券を償還まで保有することを基本戦

略とし、信託期間終了時の金利変動リスクの低減を図りました。また、派生商品取引等を行うことによ

り、追加的収益の獲得を目指しました。 

 期末時点においては、国・地域別では米国を高位の組入れとしました。セクター別では、消費財（市

況）、資本財、消費財（非市況）等への投資比率が高めとなりました。格付け別では、Ｂ格への投資比

率を高めとしました。その結果、通信セクター内の一部の銘柄で価格上昇が見られたこと等が受益証券

１口当たり純資産価格にプラスに寄与した一方、素材セクター内の一部の銘柄で価格下落が見られたこ

と等が受益証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 円高ヘッジ・円安追随クラスでは、期を通じて派生商品等を活用した為替戦略を構築した結果、円安

（米ドル高）が進行したこと等が、受益証券１口当たり純資産価格にプラスに寄与しました。 

 ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラスでは、

期を通じてＪＰＸ日経400に係る派生商品取引を行った結果、ＪＰＸ日経400が上昇したこと等が、受益

証券１口当たり純資産価格にプラスに寄与しました。 

 

■第２期 2015年12月１日～2016年11月30日 

市場動向 

 第２期の高利回り社債市場は、プラスのリターンとなりました。 

 期初から2016年２月上旬にかけては、原油をはじめとする商品価格が一段安に向かったこと等を受け、

下落しました。しかしその後は、商品価格が反発し、エネルギー・素材関連銘柄のデフォルト（債務不

履行）増加懸念が後退したことや、株式市場が堅調に推移する中、投資家のリスク選好姿勢が強まった

こと等を背景に、期末までおおむね一本調子で上昇する展開となりました。 

 第２期は、スプレッド縮小等を背景とする債券価格の上昇や、利息収入の積み上げ等を受け、市場は

プラスのリターンとなりました。 

投資先ファンドの運用状況 

 信託期間終了前に満期を迎える短期の債券に投資を行い、当該債券を償還まで保有することを基本戦

略とし、信託期間終了時の金利変動リスクの低減を図りました。また、派生商品取引等を行うことによ

り、追加的収益の獲得を目指しました。 
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 期末時点においては、国・地域別では米国を高位の組入れとしました。セクター別では、消費財（非

市況）、消費財（市況）、その他産業等への投資比率が高めとなりました。格付け別では、Ｂ格への投

資比率を高めとしました。その結果、その他産業セクター内の一部の銘柄で価格上昇が見られたこと等

が受益証券１口当たり純資産価格にプラスに寄与した一方、消費財（非市況）セクター内の一部の銘柄

で価格下落が見られたこと等が受益証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 円高ヘッジ・円安追随クラスでは、期を通じて派生商品等を活用した為替戦略を構築した結果、円高

（米ドル安）が進行したこと等が、受益証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラスでは、

期を通じてＪＰＸ日経400に係る派生商品取引を行った結果、ＪＰＸ日経400が下落したこと等が、受益

証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 

■第３期 2016年12月１日～2017年11月30日 

市場動向 

 第３期の高利回り社債市場は、プラスのリターンとなりました。 

 第３期は、米国企業の業績が概ね堅調であったことや欧州各国における国政選挙の結果を受けて欧州

の政治リスクに対する懸念が後退したこと等を受け、スプレッドが縮小しました。 

 スプレッド縮小等を背景とする債券価格の上昇や、利息収入の積み上げ等を受け、市場はプラスのリ

ターンとなりました。 

投資先ファンドの運用状況 

 信託期間終了前に満期を迎える短期の債券に投資を行い、当該債券を償還まで保有することを基本戦

略とし、信託期間終了時の金利変動リスクの低減を図りました。また、派生商品取引等を行うことによ

り、追加的収益の獲得を目指しました。 

 期末時点においては、国・地域別では米国を高位の組入れとしました。セクター別では、運輸、通信、

消費財（市況）等への投資比率が高めとなりました。格付け別では、ＢＢ格への投資比率を高めとしま

した。その結果、通信セクター内の一部の銘柄で価格上昇が見られたこと等が受益証券１口当たり純資

産価格にプラスに寄与した一方、その他産業セクター内の一部の銘柄で価格下落が見られたこと等が受

益証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 円高ヘッジ・円安追随クラスでは、期を通じて派生商品等を活用した為替戦略を構築した結果、円高

（米ドル安）が進行したこと等が、受益証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラスでは、

期を通じてＪＰＸ日経400に係る派生商品取引を行った結果、ＪＰＸ日経400が上昇したこと等が、受益

証券１口当たり純資産価格にプラスに寄与しました。 

 

■第４期 2017年12月１日～2018年11月30日 

市場動向 

 第４期の高利回り社債市場は、プラスのリターンとなりました。 

 第４期は、期初から2018年９月にかけてスプレッド（国債との利回り差）は概ね横ばいで推移しまし

たが、その後10月以降は、世界的に株式市場が急落する等、投資家のリスク回避姿勢が強まったことや、

原油価格が下落したこと等を背景にスプレッドが拡大しました。 

 スプレッド拡大等を背景とする債券価格の下落等がマイナスとなった一方、利息収入の積み上げ等が

プラスとなり、市場はプラスのリターンとなりました。 
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投資先ファンドの運用状況 

 信託期間終了前に満期を迎える短期の債券に投資を行い、当該債券を償還まで保有することを基本戦

略とし、信託期間終了時の金利変動リスクの低減を図りました。また、派生商品取引等を行うことによ

り、追加的収益の獲得を目指しました。 

 期末時点においては、国・地域別では米国を高位の組入れとしました。セクター別では、消費財（市

況）、通信、消費財（非市況）等への投資比率が高めとなりました。格付け別では、ＢＢ格への投資比

率を高めとしました。その結果、消費財（市況）内の一部の銘柄で価格下落が見られたこと等が受益証

券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 円高ヘッジ・円安追随クラスでは、期を通じて派生商品等を活用した為替戦略を構築した結果、円安

（米ドル高）が進行しましたが、米ドル／円のボラティリティが低下したこと等が、受益証券１口当た

り純資産価格にマイナスに影響しました。 

 ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラスでは、

期を通じてＪＰＸ日経400に係る派生商品取引を行った結果、ＪＰＸ日経400が下落したこと等が、受益

証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 
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(2）当期の運用の経過 
 

■１口当たり純資産価格等の推移について 

 
 

 

 
第４期末の１口当たり 

純資産価格： 
第５期末の１口当たり 

純資産価格： 
第５期中の１口当たり 

分配金合計額： 
騰落率： 

円高ヘッジ・円安追随クラス 
受益証券 

9,948円 9,351円 該当事項はありません。 －6.00％ 

ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジクラス受益証券 

10,975円 10,671円 該当事項はありません。 －2.77％ 

ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジなしクラス受益証券 

12,218円 11,634円 該当事項はありません。 －4.78％ 

（注１）１口当たり純資産価格は、財務書類における数値を記載しており、取引日（評価日）付で公表されている１口

当たり純資産価格の数値と一致しない場合があります。以下、別段の記載がない限り、同じです。 

（注２）騰落率は、１口当たり純資産価格に基づき計算しています。 

（注３）サブ・ファンドは分配を行わない方針であるため、課税前分配金再投資換算１口当たり純資産価格を記載して

いません。以下同じです。 

（注４）サブ・ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注５）サブ・ファンドにベンチマークは設定されていません。 
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■１口当たり純資産価格の主な変動要因 

・高利回り社債からの利息収入の積み上げが、受益証券１口当たり純資産価格の上昇要因となりました。 

・円高ヘッジ・円安追随クラスでは、前期末から当期末にかけて、円高（米ドル安）が進行したこと等

を受け、派生商品を活用した為替戦略がマイナスになったことが、受益証券１口当たり純資産価格の

下落要因となりました。 

・ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラスでは、

前期末から当期末にかけて、ＪＰＸ日経インデックス400（以下「ＪＰＸ日経400」といいます。）が

下落したこと等を受け、ＪＰＸ日経400に係る派生商品取引がマイナスとなったことが、受益証券１

口当たり純資産価格の下落要因となりました。 

・円高ヘッジ・円安追随クラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスでは、対円で為替ヘッ

ジを行った際のコスト（金利差相当分の費用）が、受益証券１口当たり純資産価格の下落要因となり

ました。 

・サブ・ファンドの管理報酬等の費用を支払ったことが、受益証券１口当たり純資産価格の下落要因と

なりました。 

 

■分配金について 

 該当事項はありません。 

 

■投資環境について 

 当期の高利回り社債市場は、プラスのリターンとなりました。 

 同市場は、米中貿易摩擦の激化等を背景に、スプレッドが拡大する局面もありましたが、先進国を中

心とした追加金融緩和観測や過度な景気減速懸念の弱まり等からスプレッドが縮小したことや、利息収

入の積み上げ等が上昇要因となり、同市場はプラスのリターンとなりました。 

 

■ポートフォリオについて 

 信託期間終了前に満期を迎える短期の債券に投資を行い、当該債券を償還まで保有することを基本戦

略とし、信託期間終了時の金利変動リスクの低減を図りました。また、派生商品取引等を行うことによ

り、追加的収益の獲得を目指しました。 

 期を通じて、国・地域別では米国を高位の組入れとしました。その結果、利息収入の積み上げ等が受

益証券１口当たり純資産価格にプラスに影響しました。 

 円高ヘッジ・円安追随クラスでは、期を通じて派生商品等を活用した為替戦略を構築した結果、円高

（米ドル安）が進行したこと等が、受益証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 

 ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよびＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラスでは、

期を通じてＪＰＸ日経400に係る派生商品取引を行った結果、ＪＰＸ日経400が下落したこと等が、受益

証券１口当たり純資産価格にマイナスに影響しました。 
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■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 

当期末現在、有価証券等の組入れはなく、該当事項はありません。 

 

■今後の運用方針 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 

 

 

7

(3）費用の明細 

 

項目 項目の概要 

管理報酬および 

管理事務代行報酬 
純資産価額の年率0.13％ 

管理報酬は、信託証書に定める管理会社としての

業務の対価として、管理会社に支払われます。管

理事務代行報酬は、管理事務代行契約に基づく管

理事務代行業務の対価として、管理事務代行会社

に支払われます。 

保管報酬 
合意済の取引手数料の支払、適切な裏付けの

ある立替費用の払戻しを受けます。 

保管報酬は、保管契約に基づくサブ・ファンドの

資産の保管業務の対価として、保管会社に支払わ

れます。 

投資顧問報酬 純資産価額の年率0.42％ 

投資顧問報酬は、投資顧問契約に基づく投資顧問

業務の対価として、投資顧問会社に支払われま

す。 

投資運用報酬 純資産価額の年率0.42％ 

投資運用報酬は、投資運用契約に基づく投資運用

業務の対価として、投資運用会社に支払われま

す。 

受託報酬 
純資産価額の年率0.03％ 

（最低年間10,000米ドル） 

受託報酬は、信託証書に基づく受託業務の対価と

して、受託会社に支払われます。 

販売報酬 純資産価額の年率0.60％ 

販売報酬は、投資者からの申込みまたは買戻請求

を管理会社に取り次ぐ等の業務の対価として、日

本における販売会社に支払われます。 

代行協会員報酬 純資産価額の年率0.10％ 

代行協会員報酬は、受益証券１口当たり純資産価

格の公表を行い、また受益証券に関する目論見

書、決算報告書およびその他の書類を日本におけ

る販売会社に送付する等の業務の対価として、代

行協会員に支払われます。 

その他の費用 

（当期） 
2.09％ 

サブ・ファンドの設立および終了の費用、投資関

連費用、運営費用（弁護士に支払う開示書類の作

成・届出業務等に係る報酬および監査人等に支払

う監査に係る報酬等）、ならびにその他すべての

管理事務費用として支払われます。 

（注）各報酬については、有価証券報告書に定められている料率または金額を記載しています。「その他の費用（当

期）」には運用状況等により変動するものや実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額

をサブ・ファンドの当期末の純資産価額で除して100を乗じた比率を表示していますが、実際の比率とは異なりま

す。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．直近10期の運用実績 
 

(1）純資産の推移 

 下記の各会計年度末および第５会計年度中の各月末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

＜円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券＞ 

 
純資産価額 １口当たり純資産価格 

（円） （円） 

第１会計年度末 
（2015年11月末日） 

5,443,380,334 10,064 

第２会計年度末 
（2016年11月末日） 

3,891,303,836 9,994 

第３会計年度末 
（2017年11月末日） 

2,842,220,620 10,032 

第４会計年度末 
（2018年11月末日） 

2,193,408,119 9,948 

第５会計年度末 
（2019年９月末日） 

1,609,272,444 9,351 

2018年12月末日 2,131,154,495 9,754 

2019年１月末日 2,102,197,844 9,651 

２月末日 2,098,781,392 9,750 

３月末日 2,076,813,974 9,751 

４月末日 2,050,397,736 9,755 

５月末日 1,750,229,581 9,584 

６月末日 1,722,123,319 9,506 

７月末日 1,723,457,570 9,518 

８月末日 1,697,266,368 9,394 

９月末日 1,609,272,444 9,351 

（注）サブ・ファンドの純資産価額および１口当たり純資産価格は各営業日に計算されます。したがって、上記の数値

は、別段の記載がない限り営業日ベースの数値です。ただし、上記の各会計年度末の「純資産価額」および「１

口当たり純資産価格」の数値は、財務書類の数値を記載しており、公表されている純資産価額および１口当たり

純資産価格の数値と異なる場合があります。以下、「(1）純資産の推移」において同じです。 

 



 

－  － 
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＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス受益証券＞ 

 
純資産価額 １口当たり純資産価格 

（円） （円） 

第１会計年度末 
（2015年11月末日） 

2,010,219,731 10,347 

第２会計年度末 
（2016年11月末日） 

1,619,194,135 9,998 

第３会計年度末 
（2017年11月末日） 

514,433,253 11,912 

第４会計年度末 
（2018年11月末日） 

356,142,734 10,975 

第５会計年度末 
（2019年９月末日） 

293,673,592 10,671 

2018年12月末日 320,337,112 9,933 

2019年１月末日 331,314,780 10,337 

２月末日 336,999,360 10,548 

３月末日 324,639,836 10,588 

４月末日 326,649,674 10,654 

５月末日 305,034,614 9,981 

６月末日 311,673,822 10,199 

７月末日 313,488,594 10,258 

８月末日 295,249,940 9,884 

９月末日 293,673,592 10,671 

 



 

－  － 
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＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス受益証券＞ 

 
純資産価額 １口当たり純資産価格 

（円） （円） 

第１会計年度末 
（2015年11月末日） 

2,659,770,495 11,846 

第２会計年度末 
（2016年11月末日） 

1,683,216,675 10,856 

第３会計年度末 
（2017年11月末日） 

644,632,834 12,775 

第４会計年度末 
（2018年11月末日） 

491,515,423 12,218 

第５会計年度末 
（2019年９月末日） 

356,338,643 11,634 

2018年12月末日 430,301,163 10,930 

2019年１月末日 439,605,525 11,223 

２月末日 453,644,529 11,671 

３月末日 444,513,246 11,670 

４月末日 450,818,467 11,836 

５月末日 411,661,898 10,922 

６月末日 407,168,734 11,088 

７月末日 410,543,622 11,242 

８月末日 387,652,405 10,673 

９月末日 356,338,643 11,634 

 

(2）分配の推移 

 該当事項はありません。 
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(3）販売および買戻しの実績 

 下記の各会計年度における受益証券の販売および買戻しの実績ならびに各会計年度末日現在の

受益証券の発行済口数は、以下のとおりです。 

＜円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券＞ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 
1,324,671 
(1,324,671) 

783,821 
(783,821) 

540,850 
(540,850) 

第２会計年度 
0 
(0) 

151,478 
(151,478) 

389,372 
(389,372) 

第３会計年度 
0 
(0) 

106,061 
(106,061) 

283,311 
(283,311) 

第４会計年度 
0 
(0) 

62,827 
(62,827) 

220,484 
(220,484) 

第５会計年度 
0 
(0) 

48,392 
(48,392) 

172,092 
(172,092) 

（注１）（ ）の数は本邦における販売・買戻しおよび発行済口数です。以下同じです。 

（注２）第１会計年度における販売口数は、当初申込期間に販売された販売口数を含みます。以下同じです。 

 

＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス受益証券＞ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 
516,602 

(516,602) 
322,315 

(322,315) 
194,287 

(194,287) 

第２会計年度 
0 
(0) 

32,329 
(32,329) 

161,958 
(161,958) 

第３会計年度 
0 
(0) 

118,773 
(118,773) 

43,185 
(43,185) 

第４会計年度 
0 
(0) 

10,735 
(10,735) 

32,450 
(32,450) 

第５会計年度 
0 
(0) 

4,930 
(4,930) 

27,520 
(27,520) 

 



 

－  － 

 

 

12

＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス受益証券＞ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 
1,583,988 
(1,583,988) 

1,359,452 
(1,359,452) 

224,536 
(224,536) 

第２会計年度 
0 
(0) 

69,484 
(69,484) 

155,052 
(155,052) 

第３会計年度 
0 
(0) 

104,592 
(104,592) 

50,460 
(50,460) 

第４会計年度 
0 
(0) 

10,230 
(10,230) 

40,230 
(40,230) 

第５会計年度 
0 
(0) 

9,600 
(9,600) 

30,630 
(30,630) 

 



 

－  － 
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Ⅲ．純資産額計算書 
  （2019年９月末日現在）

Ⅰ 資産総額  21,480,216.96米ドル 2,318,145,014円 

Ⅱ 負債総額  575,431.59米ドル 62,100,577円 

Ⅲ 純資産価額（Ⅰ－Ⅱ）  20,904,785.37米ドル 2,256,044,437円 

 円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券  1,609,272,444円 

 
ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジクラス受益証券 

 293,673,592円 

 
ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジなしクラス受益証券 

 356,338,643円 

Ⅳ 発行済口数 円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券  172,092口 

 
ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジクラス受益証券 

 27,520口 

 
ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジなしクラス受益証券 

 30,630口 

Ⅴ １口当たり純資産価格 円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券  9,351円 

 
ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジクラス受益証券 

 10,671円 

 
ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジなしクラス受益証券 

 11,634円 

（注１）米ドルの円貨換算は、便宜上、2019年９月30日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値

（１米ドル＝107.92円）によります。 

（注２）上記の表における各数値は、サブ・ファンドの財務書類に記載された数値であり、本書中の他の部分において

記載されている数値またはその合計値と一致しない場合があります。詳細は、後記「Ⅳ．ファンドの経理状況 

(2）損益計算書 財務書類に対する注記」をご参照ください。 
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Ⅳ．ファンドの経理状況 

 

ａ．サブ・ファンドの最近会計年度の日本文の財務書類は、ルクセンブルグにおいて一般に認められ

る会計原則に準拠して作成された原文（英語）の財務書類を翻訳したものです（ただし、円換算部

分を除きます。）。これは「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」（平成５年大蔵省令

第22号。その後の改正を含みます。）に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則」（昭和38年大蔵省令第59号。その後の改正を含みます。）第131条第５項ただし書の規定の

適用によるものです。 

 

ｂ．サブ・ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号。

その後の改正を含みます。）第１条の３第７項に規定する外国監査法人等をいいます。）である

ケーピーエムジー ケイマン諸島から監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監

査証明に相当すると認められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含みます。）が当該

財務書類に添付されています。 

 

ｃ．サブ・ファンドの原文の財務書類は、米ドルで表示されています。日本文の財務書類には、主要

な金額について、円貨換算が併記されています。日本円による金額は、2019年９月30日現在におけ

る株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝107.92円）で換算されていま

す。なお、千円未満の金額は四捨五入されています。 

 



 

－  － 
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独立監査人の監査報告書 

 

受託会社御中 

 

意見 

 我々は、コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラストのサブ・ファンドである短期高利回り社債ファンド

2014－09（以下「サブ・ファンド」という。）の財務書類、すなわち、2019年９月30日現在の純資産計

算書、2018年12月１日から2019年９月30日までの期間における運用計算書および純資産変動計算書、な

らびに重要な会計方針およびその他の説明情報からなる注記の監査を行った。 

 

 我々の意見では、添付の当財務書類は、投資信託に適用あるルクセンブルグにおいて一般に公正妥当

と認められた会計原則に準拠して、サブ・ファンドの2019年９月30日現在の財務状況ならびに2018年12

月１日から2019年９月30日までの期間における運用実績および純資産の変動を、すべての重要な点にお

いて公正に表示しているものと認める。 

 

意見の基礎 

 我々は、国際監査基準（ISA）に準拠して監査を行った。当該基準に基づく我々の責任は、当報告書

の「財務書類の監査に対する監査人の責任」で詳述する。我々は、国際会計士倫理基準審議会の職業会

計士の倫理規定（IESBA規定）およびケイマン諸島における我々の財務書類の監査に関連する倫理要件

に従ってサブ・ファンドから独立しており、我々は、当該要件およびIESBA規定に従ってその他の倫理

上の責任を果たした。我々は、我々が入手した監査証拠が、我々の意見の基礎となるに十分かつ適切で

あると確信している。 

 

強調事項 

 我々は、サブ・ファンドの受託会社が2019年９月30日付でサブ・ファンドを終了することを決議した

ことから、財務書類作成に際して継続事業の前提が用いられていないことを記した財務書類の注記１に

つき注意を喚起する。当該事項は、我々の意見を変更するものではない。 

 

その他の事項 

 サブ・ファンドは、当財務書類を英語から日本語に翻訳することがある。我々は、かかる翻訳に関し

て、いかなる手続も行っていない。財務書類および我々の監査報告書において、英語版と日本語版の間

に何らかの不一致が生じた場合、英語版が優先する。 

 

財務書類に関する経営陣および財務書類のガバナンスの責任者の責任 

 経営陣は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用ある一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠

した当財務書類の作成および適正な表示、ならびに不正によるか誤謬によるかを問わず、重大な虚偽記

載のない財務書類の作成を可能にするために必要であると経営陣が判断する内部統制について責任を

負っている。 

 

 財務書類の作成において、経営陣は、継続事業としてのサブ・ファンドの存続能力の評価、継続事業

に関連する事項の開示（該当する場合）および継続事業の前提による会計処理の実施について責任を負

う。ただし、経営陣がサブ・ファンドを清算またはその業務を停止する意図を有する場合、またはそれ

以外の現実的な代替方法がない場合はこの限りではない。 

 

 ガバナンスの責任者は、サブ・ファンドの財務報告の過程を監督する責任を負う。 



 

－  － 
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財務書類の監査に対する監査人の責任 

 我々の目的は、不正によるか誤謬によるかを問わず、全体として財務書類に重要な虚偽記載がないか

どうかについての合理的な確証を得て、我々の意見を含む監査報告書を発行することにある。合理的な

確証は、高い水準の確証であるが、ISAに準拠して行われた監査が、存在するすべての重要な虚偽記載

を常に発見することを確約するものではない。虚偽記載は、不正または誤謬から発生する可能性があ

り、個別にまたは全体として、当財務書類に基づく利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に

見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

 

 ISAに準拠した監査の一環として、我々は、監査を通じて職業的専門家としての判断を行使し、職業

的専門家としての懐疑心を保持する。我々は、以下の事項も実施する。 

－不正によるか誤謬によるかを問わず、財務書類上の重要な虚偽記載のリスクを識別、評価し、当該リ

スクに対応した監査手続を立案、実施し、我々の意見の基礎となるに十分かつ適切な監査証拠を入手

する。不正による重要な虚偽記載を発見できないリスクは、誤謬による当該リスクよりも高くなる。

これは、不正には、共謀、文書の偽造、意図的な除外、虚偽の言明または内部統制の無効化が伴うこ

とがあるためである。 

－状況に照らして適切である監査手続を策定するため、監査に関する内部統制を理解する。ただし、こ

れはサブ・ファンドの内部統制の有効性について意見を表明するために行うものではない。 

－経営陣が採用した会計原則の適切性および経営陣が行った会計上の見積りおよび関連する開示の合理

性について評価する。 

－経営陣が継続事業の前提による会計処理を実施したことの適切性について、また、入手した監査証拠

に基づき、サブ・ファンドの継続事業としての存続能力に重要な疑義を生じさせるような事由または

状況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて結論を下す。我々は、重要な不確実性が存在

するとの結論に至った場合、我々の監査報告書において、財務書類の関連する開示を参照するよう促

すか、または当該開示が不十分な場合は、我々の意見を修正する必要がある。我々の結論は、我々の

監査報告書の日付までに入手した監査証拠に基づいている。 

－財務書類の全体的な表示、構成および内容（開示を含む。）ならびに財務書類が基礎となる取引およ

び事由を適正に表示しているかを評価する。 

 

 我々は、ガバナンスの責任者と、特に、計画した監査の範囲およびその実施時期ならびに監査上の重

要な発見事項（監査の過程で我々が識別した内部統制の重要な不備を含む。）に関して協議する。 

 

ケーピーエムジー 

2020年３月11日 

 



 

－  － 
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（１）貸借対照表 

コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラスト 

純資産計算書 

2019年９月30日（終了日）現在 

 

 短期高利回り社債ファンド2014－09（清算済） 

 米ドル 千円 

資産   

銀行預金 21,459,992.84 2,315,962 

未収利息 12,085.11 1,304 

投資有価証券売却未収金 8,139.01 878 

 21,480,216.96 2,318,145 

負債   

受益証券買戻未払金 (448,802.12) (48,435)

現物為替取引未払金 (3,838.02) (414)

為替予約契約に係る未実現評価損（注11） (152.29) (16)

その他の未払金 (122,639.16) (13,235)

 (575,431.59) (62,101)

純資産価額 20,904,785.37 2,256,044 

   

発行済受益証券口数（注２）   

円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券 172,092口  

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス受益証券 27,520口  

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス受益証券 30,630口  

   

受益証券１口当たり純資産価格   

円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券（日本円表示） 9,351円  

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス受益証券（日本円表示） 10,671円  

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス受益証券（日本円表示） 11,634円  

 

 添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 



 

－  － 
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（２）損益計算書 

コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラスト 

運用計算書 

2018年12月１日から2019年９月30日（終了日）までの期間 

 

 
短期高利回り社債ファンド2014－09 

（2019年９月30日に清算済）＊ 

 米ドル 千円 

収益   

銀行勘定に係る利息 32,650.93 3,524 

債券に係る利息 666,411.03 71,919 

 699,061.96 75,443 

   

費用   

管理事務代行報酬および管理報酬（注４） (26,368.49) (2,846)

代行協会員報酬（注５） (20,247.37) (2,185)

販売報酬（注６） (121,899.74) (13,155)

投資運用報酬（注７） (85,038.46) (9,177)

オプション・プレミアム費用 (305,095.95) (32,926)

その他の報酬 (107,958.52) (11,651)

専門家報酬 (17,160.19) (1,852)

投資顧問報酬（注８） (85,014.58) (9,175)

副保管報酬 (5,725.23) (618)

受託報酬（注９） (10,000.00) (1,079)

 (784,508.53) (84,664)

   

投資純損失 (85,446.57) (9,221)

   

投資有価証券売却に係る実現純損失（注13） (650,434.14) (70,195)

その他の資産および負債の為替換算に係る実現純損失 (25,180.55) (2,717)

為替予約契約に係る実現純利益（注13） 405,416.84 43,753 

オプションに係る実現純利益（注13） 1,532,531.17 165,391 

   

当期実現純利益 1,262,333.32 136,231 

   

未実現評価利益（損失）（純額）の変動：   

－投資有価証券（注13） 603,920.16 65,175 

－為替予約契約（注13） 91,456.54 9,870 

－その他の資産および負債の為替換算 47,211.47 5,095 

－オプション（注13） (2,064,652.76) (222,817)

 (1,322,064.59) (142,677)

運用の結果による純資産の純減少 (145,177.84) (15,668)

 
 * このサブ・ファンドの清算に係る開示は、注記３を参照されたい。 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 



 

－  － 
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コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラスト 

短期高利回り社債ファンド2014－09（清算済） 

純資産変動計算書 

 

 
2019年９月30日（終了日） 

終了期間 
2018年11月30日終了年度 2017年11月30日終了年度 

 米ドル 千円 米ドル 千円 米ドル 千円 

期首現在純資産 26,781,737.35 2,890,285 35,756,103.00 3,858,799 63,133,219.06 6,813,337  

       

投資純利益／損失 (85,446.57) (9,221) 560,328.18 60,471 1,177,413.79 127,066  

       

投資有価証券売却に係る 
実現純損失（注13） 

(650,434.14) (70,195) (678,851.88) (73,262) (1,870,418.06) (201,856)

その他の資産および負債の 
為替換算に係る実現純損失 

(25,180.55) (2,717) (22,429.33) (2,421) (135,336.62) (14,606)

為替予約契約に係る 
実現純利益／損失（注13） 

405,416.84 43,753 (885,207.82) (95,532) (1,327,727.09) (143,288)

オプションに係る実現純利益
（注13） 

1,532,531.17 165,391 592,440.91 63,936 3,037,324.49 327,788  

 1,262,333.32 136,231 (994,048.12) (107,278) (296,157.28) (31,961)

       

未実現評価利益（損失） 
（純額）の変動： 

      

－投資有価証券（注13） 603,920.16 65,175 69,346.25 7,484 2,561,228.39 276,408  

－為替予約契約（注13） 91,456.54 9,870 30,475.19 3,289 1,109,393.91 119,726  

－その他の資産および負債の 
為替換算 

47,211.47 5,095 21,222.57 2,290 123,236.35 13,300  

－オプション（注13） (2,064,652.76) (222,817) (776,010.79) (83,747) (740,521.75) (79,917)

 (1,322,064.59) (142,677) (654,966.78) (70,684) 3,053,336.90 329,516  

買戻し       

円高ヘッジ・円安追随クラス (4,256,798.30) (459,394) (5,595,570.32) (603,874) (9,443,270.89) (1,019,118)

ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジクラス 

(472,316.43) (50,972) (1,127,926.89) (121,726)(11,262,743.28) (1,215,475)

ＪＰＸ日経400上昇追随型  
円ヘッジなしクラス 

(1,002,659.41) (108,207) (1,162,181.72) (125,423)(10,605,695.30) (1,144,567)

 (5,731,774.14) (618,573) (7,885,678.93) (851,022)(31,311,709.47) (3,379,160)

       

期末現在純資産 20,904,785.37 2,256,044 26,781,737.35 2,890,285 35,756,103.00 3,858,799  

 

 添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 

  



 

－  － 
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コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラスト 

短期高利回り社債ファンド2014－09（清算済） 

受益証券口数の変動 

 

 
2019年９月30日（終了日） 

終了期間 
2018年11月30日終了年度 2017年11月30日終了年度 

円高ヘッジ・円安追随クラス 
   

期首現在発行済受益証券口数 220,484 283,311 389,372 

発行受益証券口数 － － － 

買戻受益証券口数 (48,392) (62,827) (106,061)

期末現在発行済受益証券口数 172,092 220,484 283,311 

    

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス  
 

期首現在発行済受益証券口数 32,450 43,185 161,958 

発行受益証券口数 － － － 

買戻受益証券口数 (4,930) (10,735) (118,773)

期末現在発行済受益証券口数 27,520 32,450 43,185 

    

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス  
 

期首現在発行済受益証券口数 40,230 50,460 155,052 

発行受益証券口数 － － － 

買戻受益証券口数 (9,600) (10,230) (104,592)

期末現在発行済受益証券口数 30,630 40,230 50,460 

 

統計情報 

 

円高ヘッジ・円安追随クラス 
   

期末現在１口当たり純資産価格（日本円表示） 9,351円 9,948円 10,032円 

純資産価額（日本円表示） 1,609,272,444円 2,193,408,119円 2,842,220,620円 

    

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス  
 

期末現在１口当たり純資産価格（日本円表示） 10,671円 10,975円 11,912円 

純資産価額（日本円表示） 293,673,592円 356,142,734円 514,433,253円 

    

ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス  
 

期末現在１口当たり純資産価格（日本円表示） 11,634円 12,218円 12,775円 

純資産価額（日本円表示） 356,338,643円 491,515,423円 644,632,834円 

 



 

－  － 
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コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラスト 

財務書類に対する注記 

2019年９月30日（終了日）現在 

 

注１ 概要 

 

 コクサイ－ＭＵＧＣマスター・トラスト（以下「ファンド」という。）は、受託会社および管理

会社の間で締結された2012年８月31日付信託宣言（随時補足され、または変更される。）により、

ケイマン諸島の信託法に基づき、信託証書によって設立されたオープン・エンド型の免除アンブレ

ラ型・ユニット・トラストである。ファンドは、2012年９月10日付のミューチュアル・ファンド法

に基づき登録されている。 

 

 財務書類は、以下のサブ・ファンドのみに関連する。 

・短期高利回り社債ファンド2014－09（米ドルで表示）（2019年９月30日付で清算済） 

 

 サブ・ファンドは、以下の３つの円建のクラスを販売した。 

・円高ヘッジ・円安追随クラス 

・ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラスおよび 

・ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス 

 

 サブ・ファンドの投資目的は、新興国を含む世界中の会社が発行する、世界の高利回り社債への

投資を通じて、高水準のインカム収益の確保と信託財産の成長を目指すことであった。当該サブ・

ファンドは、日本企業が発行した社債または円建の債券には投資を行わなかった。ただし、サブ・

ファンドは、米ドル以外の通貨建の債券に一部を投資していた。 

 

サブ・ファンドである短期高利回り社債ファンド2014－09は、2019年９月30日に終了した。 

 

注２ 資本 

 

受益証券の発行 

 当初発行価格は、各クラス受益証券１口当たり10,000円である。 

 

受益証券の買戻し 

 受益証券の買戻価格は、買戻請求が管理会社に受諾された営業日現在の受益証券１口当たり純資

産価格である。管理事務代行会社は、該当する場合、買戻しを行う受益者に送金される買戻代金か

ら第三者手数料または源泉徴収税を控除することができる。買戻請求は１口単位で行われなければ

ならない。 

 

分配 

 管理会社には、分配を行う意向はなかった。 

 

注３ 重要な会計方針の要約 

 

 財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用ある一般に認められた会計原則に従い表記

されている。 



 

－  － 
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 サブ・ファンドは、当期間中に受託会社が承認したとおり、2019年９月30日（終了日）に終了し

た。このサブ・ファンドの財務書類は、清算事業の前提に基づき作成された。27,887.95米ドルの

清算費用については、財務書類の各関連項目に計上されている。 

 

 2019年９月30日（終了日）現在のサブ・ファンドの財務書類は、以下に記載されたとおりに作成

されている。 

 

有価証券およびデリバティブへの投資の評価 

(ⅰ）証券取引所に上場されているか、またはその他の組織化された市場で取引される投資対

象は、正味実現可能価額で評価される。ただし、証券取引所に上場されているものの、

当該証券取引所の市場外または店頭市場においてプレミアム付またはディスカウントで

取得または取引されている投資対象の価値は、当該投資対象の評価日現在のプレミアム

またはディスカウントの水準を考慮した上で評価される。 

 

(ⅱ）未上場有価証券は、投資運用会社が適切であると判断する要因（同一または類似の有価

証券の直近の取引およびブローカー・ディーラーまたは公認の値付業者から入手した評

価情報を含む。）を考慮した上で、投資運用会社により誠実に決定される正味実現可能

価額で評価される。 

 

(ⅲ）決済会社において取り扱われもしくはこれを通じて取引されるデリバティブ商品、取引

所において取り扱われるデリバティブ商品、または金融機関を通じて取引されるデリバ

ティブ商品は、当該決済会社、取引所または金融機関により値付けされた最直近の公式

の決済価格を参照して評価される。 

 

(ⅳ）利付有価証券に発生した一切の利息（ただし、かかる利息が当該有価証券の元本額に含

まれている場合を除く。） 

 

(ⅴ）前記の評価方法にかかわらず、何らの計算方法も定められていない場合、または管理会

社が当該評価方法が実行可能または適切ではないと考える場合、管理事務代行会社は、

投資運用会社と協議の上、かかる状況において公平であると管理会社が考える評価方法

を誠実に使用する権利を有する。 

 

有価証券の売却に係る実現純（損）益 

 有価証券の売却に係る実現純（損）益は、売却有価証券の平均取得原価に基づいて計算される。 

 

為替換算 

 財務書類は、米ドルで表示されている。米ドル以外の通貨で表示される銀行勘定、投資有価証

券およびその他の資産または負債は、期間末現在の適用ある実勢為替レートで対応する通貨に換

算される。 

 

 米ドル以外の通貨の配当収益は、配当落ち日の実勢為替レートを使用し、会計処理される。 

 

 米ドル以外の通貨で表示されるその他の収益および費用は、取引日の適用ある実勢為替レート

で米ドルに換算される。 



 

－  － 
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 実現および未実現為替損益の変動結果は、運用計算書に計上される。 

 

 2019年９月30日（終了日）現在、適用ある為替レートは以下のとおりである。 

 

１米ドル＝0.917263ユーロ 

１米ドル＝0.811491英ポンド 

１米ドル＝108.075000円 

 

投資有価証券の取得原価 

 米ドル以外の通貨で表示される投資有価証券の取得原価は、取引日の適用ある為替レートで米

ドルに換算される。 

 

投資収益 

 受取利息は、発生主義で認識される。 

 

オプション契約 

 組織化された市場で取引されたオプションは、純資産価格の評価日における入手可能な直近の

市場価格を使用して評価される。その他のオプションは、管理会社が決定する予想市場価格によ

り評価される。 

 

 オプション契約から生じる実現損益は、運用計算書に認識される。 

 

為替予約契約 

 未決済の為替予約契約から生じる未実現評価損益は、当該日に適用ある為替予約価格に基づき、

評価日に決定され、純資産計算書に計上される。 

 

 為替予約契約から生じる実現損益は、運用計算書に認識される。 

 

注４ 管理事務代行報酬および管理報酬 

 

 管理会社兼管理事務代行会社は、サブ・ファンドの純資産価額の年率0.13％の報酬を受領する権

利を有する。かかる報酬は、毎日発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注５ 代行協会員報酬 

 

 代行協会員は、サブ・ファンドの純資産価額の年率0.10％の報酬を受領する権利を有する。かか

る報酬は、毎日発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注６ 販売報酬 

 

 販売会社は、サブ・ファンドの純資産価額の年率0.60％の報酬を受領する権利を有する。かかる

報酬は、毎日発生し、四半期毎に後払いされる。 

 



 

－  － 
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注７ 投資運用報酬 

 

 投資運用会社は、サブ・ファンドの純資産価額の年率0.42％の報酬を受領する権利を有する。か

かる報酬は、毎日発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注８ 投資顧問報酬 

 

 投資顧問会社は、サブ・ファンドの純資産価額の年率0.42％の報酬を受領する権利を有する。か

かる報酬は、毎日発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注９ 受託報酬 

 

 受託会社は、サブ・ファンドの純資産価額の年率0.03％の報酬（ただし、サブ・ファンドに関す

る最低年間受託報酬を10,000米ドルとする。）を受領する権利を有する。かかる報酬は、毎日発生

し、四半期毎に後払いされる。 

 

注10 税金 

 

 ケイマン諸島には、現行法規制の下、所得税、法人税、キャピタル・ゲイン税その他の税がない。

受託会社は、ファンドのために、ケイマン諸島信託法に基づき、ケイマン諸島内閣長官に対し、

2012年８月31日（ファンドの設定日）から50年の間に制定される、所得もしくはキャピタル資産も

しくはキャピタル・ゲインもしくは利益に課せられる税金もしくは課徴金、または資産税もしくは

相続税の性質を有する何らかの税金を課すケイマン諸島の法律が、ファンドに発生した利益もしく

はファンドに保有される資産に対し、または当該利益または資産に関して受託会社もしくは受益者

に対し、適用されないものとする旨の約定を申請しており、これを取得している。 

 

注11 為替予約契約に係る未実現評価損益 

 

取引日 決済日 通貨 売り 通貨 買い 
価額 

（米ドル） 
未実現評価損 
（米ドル） 

取引相手方 

2019年９月25日 2019年10月１日 米ドル 23,422.76 日本円 2,521,875 23,335.97 (86.79) 
クレディ・スイス・
インターナショナ
ル、ロンドン 

2019年９月25日 2019年10月１日 米ドル 8,479.41 日本円 912,959 8,447.99 (31.42) 
クレディ・スイス・
インターナショナ
ル、ロンドン 

2019年９月26日 2019年10月１日 米ドル 6,117.62 日本円 658,425 6,092.68 (24.94) 
クレディ・スイス・
インターナショナ
ル、ロンドン 

2019年９月26日 2019年10月１日 米ドル 2,242.37 日本円 241,341 2,233.23 (9.14) 
クレディ・スイス・
インターナショナ
ル、ロンドン 

      合計 (152.29)  

 

 2019年９月30日（終了日）現在、当該契約に係る未実現評価損は152.29米ドルであった。これは、

純資産計算書に開示されている。 

 



 

－  － 
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注12 ポートフォリオの変動 

 2019年９月30日（終了日）に終了した期間におけるポートフォリオの変動の詳細な明細表は、管

理会社の登記上の事務所に請求することにより、無料で入手できる。 

 

注13 投資有価証券に係る実現損益および未実現評価損益（純額）の変動 

 

 2019年９月30日（終了日）に終了した期間における実現評価利益（損失）は、以下のとおり分析

することができる。 

 

  米ドル  

投資有価証券に係る実現利益  130,500.29  

投資有価証券に係る実現損失  (780,934.43)  

投資有価証券に係る実現純利益（損失） (650,434.14)  

   

為替予約契約に係る実現利益  2,211,781.42  

為替予約契約に係る実現損失  (1,806,364.58)  

為替予約契約に係る実現純利益（損失） 405,416.84  

   

オプションに係る実現利益  1,566,296.65  

オプションに係る実現損失  (33,765.48)  

オプションに係る実現純利益（損失）  1,532,531.17  

 



 

－  － 
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 2019年９月30日（終了日）に終了した期間における未実現評価利益（損失）（純額）の変動は、

以下のとおり分析することができる。 

 

 
2018年11月30日 
（米ドル） 

2019年９月30日 
（終了日） 
（米ドル） 

未実現評価利益（損失）
の変動 

2019年９月30日 
（終了日） 
（米ドル） 

投資有価証券に係る未実現評価利益（損失）の変動 
 

 

未実現評価利益 22,271.22 － (22,271.22)

未実現評価損失 (626,191.38) － 626,191.38 

未実現評価利益（損失）（純額） (603,920.16) － 603,920.16 

    

為替予約契約に係る未実現評価利益（損失）の変動   

未実現評価利益 33.53 － (33.53)

未実現評価損失 (91,642.36) (152.29) 91,490.07 

未実現評価利益（損失）（純額） (91,608.83) (152.29) 91,456.54 

    

オプションに係る未実現評価利益（損失）の変動   

未実現評価利益 2,064,652.76 － (2,064,652.76)

未実現評価損失 － － － 

未実現評価利益（損失）（純額） 2,064,652.76 － (2,064,652.76)

 

注14 後発事象 

 

 2019年10月４日、短期高利回り社債ファンド2014－09につき、20,904,785.37米ドルの清算後の

純資産価額が受益者に分配された。 

 

（３）投資有価証券明細表等 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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Ⅴ．投資信託財産運用総括表 
 

信託期間 
投資信託当初払込日 2014年９月12日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2019年９月30日 資産総額 21,480,216.96米ドル 

区分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了日 差引増減 
負債総額 575,431.59米ドル 

純資産価額 20,904,785.37米ドル 

受益権口数 
（注） 

1,324,671口 172,092口 △1,152,579口 

受益権口数 
（注） 

172,092口 

516,602口 27,520口 △489,082口 27,520口 

1,583,988口 30,630口 △1,553,358口 30,630口 

元本額 
(純資産価額) 

（注） 

13,246,710,000円 1,609,272,444円 △11,637,437,556円 
１口当たり
償還金 
（注） 

9,351円 

5,166,020,000円 293,673,592円 △4,872,346,408円 10,671円 

15,839,880,000円 356,338,643円 △15,483,541,357円 11,634円 

（注）上段：円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券、中段：ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス受益証券 

下段：ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス受益証券 

 

毎計算期末の状況 

＜円高ヘッジ・円安追随クラス受益証券＞ 

計算期 
元本額 

（期初純資産価額） 
（円） 

純資産価額 
（円） 

１口当たり 
純資産価格 
（円） 

１口当たり分配金 

金額（円） 分配率（％） 

第１期 13,246,710,000 5,443,380,334 10,064 － － 

第２期 5,443,380,334 3,891,303,836 9,994 － － 

第３期 3,891,303,836 2,842,220,620 10,032 － － 

第４期 2,842,220,620 2,193,408,119 9,948 － － 

第５期 2,193,408,119 1,609,272,444 9,351 － － 

信託期間中１口当たり総収益金及び年平均収益率 △649円 －％ 

 

＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジクラス受益証券＞ 

計算期 
元本額 

（期初純資産価額） 
（円） 

純資産価額 
（円） 

１口当たり 
純資産価格 
（円） 

１口当たり分配金 

金額（円） 分配率（％） 

第１期 5,166,020,000 2,010,219,731 10,347 － － 

第２期 2,010,219,731 1,619,194,135 9,998 － － 

第３期 1,619,194,135 514,433,253 11,912 － － 

第４期 514,433,253 356,142,734 10,975 － － 

第５期 356,142,734 293,673,592 10,671 － － 

信託期間中１口当たり総収益金及び年平均収益率 671円 1.33％ 

 



 

－  － 
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＜ＪＰＸ日経400上昇追随型 円ヘッジなしクラス受益証券＞ 

計算期 
元本額 

（期初純資産価額） 
（円） 

純資産価額 
（円） 

１口当たり 
純資産価格 
（円） 

１口当たり分配金 

金額（円） 分配率（％） 

第１期 15,839,880,000 2,659,770,495 11,846 － － 

第２期 2,659,770,495 1,683,216,675 10,856 － － 

第３期 1,683,216,675 644,632,834 12,775 － － 

第４期 644,632,834 491,515,423 12,218 － － 

第５期 491,515,423 356,338,643 11,634 － － 

信託期間中１口当たり総収益金及び年平均収益率 1,634円 3.23％ 

 



 

－  － 
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Ⅵ．お知らせ 
 

 サブ・ファンドは、設定時からの予定通り、2019年９月30日に終了しました。償還金は、日本にお

ける販売会社を通じて2019年10月９日に受益者のみなさまにお支払いしました。 
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